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２０２３年度 明治大学法科大学院 論文試験問題 

 

【民 法】 

 

以下の各問いに解答するにあたっては、問題の年月日に関わらず、２０２２

年９月１日現在施行されている法令に基づき解答すること。特に指示のない限

り、各問題は独立の問題である。 

 

Ⅰ 以下の【事実】を読んで、各問題に解答しなさい。解答にあたっては、条

文をあげ、判例に照らして、根拠を挙げて解答すること。 

 

【事 実】 

本件土地建物（以下「甲」という）は、Ａが婚姻する以前から所有する特

有財産であり、Ａ名義で登記がされていた。２０２０年９月１日、Ａの夫で

あるＢは、Ａを代理して、自身が経営する会社の債務の弁済に代えて、本件

土地建物を債権者であるＣに譲渡する目的で代金１０００万円で売買契約

（以下「本件売買契約」という）を締結した。本件売買契約では、代金はＢ

のＣに対する１０００万円の債務に充てることとされ、同年１０月１日に

は、ＡＣ間で甲の売買契約があったことを原因とするＣへの所有権移転登記

がなされた。２０２１年１１月１日、このことを知ったＡは、Ｂに代理権を

付与したことはないとして本件売買契約の効力を否定し、Ｃに対してＣ名義

の登記抹消手続を請求した。 

 

問題１ Ａの請求に対し、Ｃは、ＢはＡを代理して本件売買契約を締結したと

反論している。この反論の根拠を示して、Ａの請求が認められるか解答

しなさい。 

 

問題２ Ａの請求に対し、Ｃは、仮に問題１の代理の主張が認められないとし

ても、表見代理が成立すると反論している。この反論の根拠を示して、

Ａの請求が認められるか解答しなさい。 
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Ⅱ 以下の【事実】を読んで、各問題に解答しなさい。解答にあたっては、条

文をあげ、判例に照らして、根拠を挙げて解答すること。 

 

【事 実】 

  ２０２０年１０月１日、Ａは、建築業者のＢとの間でＡ所有地上に建物建

築を目的として代金３０００万円で請負契約(以下「本件元請契約」という)

を締結した。本件元請契約では、Ａは途中で解除でき、その場合工事の建前

又は建物部分はＡの所有とする旨の特約があった。その後まもなく、Ｂは、

Ａに無断でＣとの間で２５００万円で一括下請契約を締結し、Ｃは、自身の

材料で工事を開始した。 

  その後、ＡはＢに工事の進捗状況に合わせて代金の５０％を支払っていた

が、工事全体の３０％の施工がなされた時点でＢが倒産し、Ａが本件元請契

約を解除したため、Ｃは工事を中止した。この時点で、Ｂは、Ｃに報酬を支

払っておらず、建物はまだ建前(未完成建物)の段階にすぎなかった。その

後、本件建物は、Ａが別の業者Ｄに完成させ、ＡはＤに報酬を支払い、引渡

を受けるとともにＡ名義の登記がなされた。 

  Ｃは、本件建物の所有権がＡにあるとしても、それによって自分が工事を

した部分について所有権を失ったのだからＡに対して償金請求が認められる

と主張している。 

 

問題 （１）Ｃの請求の根拠を示し、（２）Ｃの請求が認められるか解答しな

さい。 

 


